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新 旧 対 照 表 

(注) 下線を付した箇所が改正部分である。 

改正後 改正前 

（はじめに） 

  近年の酒類市場は、人口減少・高齢化社会の到来、健康や安全性に対す

る国民の意識の高まり、生活様式の多様化など経営環境に大きな変化が見

られる。酒類小売業の業態は、消費者の購買行動の変化を踏まえ、一般酒

販店のほかコンビニエンスストア、スーパーマーケット、ドラッグストア

等と多様化しており、業務用市場においては全国にチェーン展開する料理

飲食店が出現し、事業者間で取扱数量や取引価格に格差も生じてきてい

る。 

  このような中、今後、酒類全体では数量ベースでの国内市場の拡大を期

待することは難しく、酒類業が健全に発達していくためには、「量から質へ

の転換」を図っていく必要がある。製造業者は的確な経営戦略に基づき高

品質・高付加価値の酒類を適正規模で製造し、卸売業者は小売業者へそう

した酒類を適正に供給し、小売業者は個性ある品揃えなどの多様なサービ

スの提供等によって差別化を図りつつ 20 歳未満の者の飲酒防止などの社

会的要請に対応するため販売管理に取り組んでいくことが求められる。料

理飲食店では、20 歳未満の者の飲酒防止に配意することはもちろん、品質

を損なうことなく酒類を提供していくことが期待されている。他方、単に

酒類業界が高利益な酒類の提供等により高いマージンを確保することや

販売管理に伴う過剰な負担を安易に消費者へ求めることも適切ではない。

常に「消費者の視点」を意識し、酒類の供給者（業界）と実需者（消費者）

の利益が最大化するようにすべきである。 
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改正後 改正前 

  国税庁は、酒類業組合の会合などあらゆる機会を通じて、「酒類に関する

公正な取引のための指針（平成 18年８月）」（以下「指針」という。）及び

公正取引委員会の「酒類の流通における不当廉売、差別対価等への対応に

ついて（平成 21年 11 月）」等の周知･啓発を図ってきた。さらに、公正取

引委員会との連携の下、取引状況の実態調査を実施し、指針のルールに則

していない取引が認められた場合には、その不合理さを指摘して合理的な

取引が行われるよう改善指導し、公正取引についての自主的な取組を促し

てきた。しかしながら、指針のルールに則していない不合理な取引が見受

けられる状況は現在も継続している。 

  こうした状況の下、酒税の保全及び酒類の取引の円滑な運行を図るた

め、平成 28 年法律第 57 号により、「酒税法」（昭和 28 年法律第６号）及

び「酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律」（昭和 28 年法律第７号。

以下「酒類業組合法」という。）が改正された。 

  また、改正された酒類業組合法に基づき、「酒類の公正な取引に関する基

準（平成 29 年国税庁告示第２号。以下「取引基準」という。）」を定めた。 

  こうしたことから、国税庁は、酒類業組合法第８６条の３《公正な取引

の基準》第４項及び第８６条の４《公正な取引の基準に関する命令》の適

用の可能性を踏まえつつ、酒類業界の実情に即した酒類に関する公正な取

引の在り方を提示する。また、併せて、公正取引委員会との連携方法等を

明らかにすることにより、一層、公正取引の確保に向けた自主的な取組を

促進し、酒税の確保及び酒類の取引の安定を図ることとする。このことは、

酒類業の健全な発達にも資するものである。 
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